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１　総括
　

２　基本目標に対する進捗状況

（１）　経常的経費の年間３億円削減

経常的経費（一般財源）

平成26年度平成27年度平成28年度平成29年度平成30年度平成31年度令和2年度令和3年度

見込額 # # # # # #

# # # 実績額# # # # #

削減効果額 # #

注　見込額は、経常的経費が増加傾向に転じた平成26年度から本計画の基準年度である平成28年度までの平均的な伸び率（101.04%）を基に算出したものです。

　筑後市行財政健全化実施計画は、筑後市行財政健全化方針が目指す「将来世代に負担を先送りすることなく、将来にわたって持続可能な行財政構造を構
築していくこと」を目的に、当面5年間の目標を達成するため次の3つの基本方針を推進項目として取り組みます。

　この計画の実施期間は、平成29年度（2017年度）から令和3年度（2021年度）の5年間とし、毎年度検証を行っていきます。

・筑後市行財政健全化緊急対策本部を中心として、この計画を全庁的に推進するとともに、進行管理を行います。
・実施スケジュールにおける「検討期間」は3年以内とし、実施に至らない場合は、その理由を公表するものとし ます。
・この計画の実施状況は、経営会議にその進捗状況を報告し、意見や助言を求めるとともに、市広報やホーム ページ等を通して広く市民に公表します。

　平成２９年（２０１７年）９月に策定した行財政健全化実施計画につきましては、平成２９年１２月に就任した西田市長の下、全職員が一丸となって事務事業
の適正執行に努めております。取組みの２年目で、効果が見え始めたところですが、引き続き実施項目の推進を通して基本目標達成に向け努力していきま
す。

  経常的経費の削減については、平成２８年度までの経常的経費の増加傾向が続いた場合の見込額と実績額（決算額）を比較すると、平成２９年度が７１１
万円の増、平成３０年度が１億１，７６６万円の減と削減の方向へと向かいつつあります。
　しかし、扶助費が平成２６年度から平均すると約７，０００万円（一般財源）ずつ増加（巻末資料１参照）しているなど、社会保障関係経費の伸びについては
抑えることが困難な状況もあり、これら以外の経費で現在の方向性を維持していくためには、さらなる削減努力が必要とも言えます。

令和2年度 令和3年度

見込額

実績額

10,050,533

9,932,872

117,661

9,946,657

9,953,768

平成29年度 平成30年度 平成31年度

△7,111
削減

効果額

10,155,494 10,261,552 10,368,717

Ⅱ　平成30年度（2018年度）の取り組み状況

Ⅰ　実施計画の内容

・庁舎建設等の課題もあり、基金確保に努めます。
・将来の負担が過大とならないように、実質公債費比率の目標を9.0以下とします。

４　推進体制と進行管理

１　策定の趣旨

２　実施期間

３　今後5年間の基本目標
・令和3年度までに、経常的経費を年間3億円削減します。
・収支均衡に努め、実質収支の黒字額3億円以上を目標とします。
・財政調整基金の残高を20億円確保します。

Ⅰ　将来のまちづくりを見据えた行財政運営

Ⅱ　まちづくりを支えるための行財政運営

Ⅲ　行政の更なる合理化
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削減効果額 見込額 実績額 (百万円) 
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（２）　実質収支の黒字額３億円以上

（千円）

普通会計ベース決算値

（３）　財政調整基金残高２０億円確保

（千円）

（４）　庁舎建設等の課題に向けた基金の確保

（５）　実質公債費比率９．０以下

　平成２９年度（２０１７年度）の実施収支は３億８，１００万円の黒字で基本目標を達成しました。しかしながら、この黒字額には塵芥処理施設等基金からの
繰入金１億円が含まれていることを考慮する必要がありました。平成３０年度（２０１８年度）の実質収支は５億８，４４５万円の黒字で、基本目標を達成するこ
とができました。

平成30年度
（2018年度）

584,447

平成30年度
（2018年度）

2,478,484

　平成２９年度（２０１７年度）、平成３０年度（２０１８年度）ともに財政調整基金からの繰り入れは行っておらず、年度末現在高２４億７，８４８万４千円を確保
できました。

　平成３０年度（２０１８年度）は課題対応に向けた基金の積み増し等を行えませんでした。しかしながら、庁舎をはじめとした公共施設の老朽化の実態から
すれば、今後の大規模改修を先延ばしすることはできません。また、起債に頼りすぎないためにも一定の基金確保を行っていきます。
　平成３１年度（２０１９年度）当初予算においては、庁舎建設基金への積み立て１６億円を予算化しました。

　平成２９年度（２０１７年度）の実質公債費比率は６．９％、平成３０年度（２０１８年度）は７．０%でいずれも基本目標を達成することができました。今後は公
共施設の維持補修、大規模改修等による起債活用も想定されるため、交付税措置のある有利な起債や、国・県補助金など、特定財源の確保を行い、過度
な市債依存とならないように取り組んでいきます。

平成28年度
（2016年度）

2,473,004

平成29年度
（2017年度）

381,000

財政調整
基金残高

実質収支

平成28年度
（2016年度）

313,319

平成29年度
（2017年度）

2,475,744
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Ⅲ　進行管理

１　実施状況から見た進行管理

取組区分ごとの進捗状況

注　平成30年度末の状況。計画の実施スケジュールよりも進んでいるものを「先行して実施」、計画と同じ進捗のものを「計画どおり」とする。

２　効果額から見た進行管理

（単位：千円）

注 △はマイナスの効果で、成果を上げられていないことを示します。

３　実施状況

　平成３０年度（２０１８年度）の効果額は、目標額１億６，９６０万円に対し、２億１，３１８万９千円で目標を超えた成果をあげられています。一方で、計画初年
度の平成２９年度（２０１７年度）が年度途中からの取り組みとなったことから、本年度までの累積の実績額は１億９，５２２万７千円であり、概ね目標額どおり
となっています。今後、取り組み期間後半にかけて、引き続き全庁を挙げて推進していく必要があります。

　歳入面の取り組みでは、市税の現年度収納率の向上や筑後市ふるさと応援寄附金の推進などが大きな効果をあげており、歳出面では時間外勤務手当
総額の減額、自律的な事務事業の整理・合理化、電力供給契約の見直しなどが一定の効果をあげています。

　実施計画では、「歳入面」「歳出面」「その他」の３つの分野で取り組みを行っています。それぞれの分野の各項目ごとの実施状況は次ページ以降に記載し
ています。
　その中の「効果額」は、実施した取り組み内容に対する効果を測定するための計算を行っており、決算額などの実際の数字とは異なることがあります。ま
た、効果額積算における重複等を避けるため、３つの分野間で目標額や実績額の計上先を変更しているものは次ページ以降の実施内容欄に記載していま
す。

例）歳入面の取り組み＞現年度収納率の向上
　　平成２９年度（２０１７年度）の収納率が９９．０%で基準となる平成２８年度（２０１６年度）から０．１７ポイント向上した場合は、平成２８年度（２０１７年度）調定額を基に０．１７ポイント向上分の額を

　計画時点の実施スケジュールと比較した各取り組みの実施状況としては、全体の１０％が遅れており、その他については計画どおりに進捗しています。

6

計画どおりなもの

14

22

14

50全　体

17 3

1

2

18%

3%29

　歳入面の「ネーミングライツの活用」、その他の取り組みである「地方公会計の制度の活用」など比較的新しい取り組みの進捗が遅れている状況です。ま
た、検討段階にはあるものの、実施へ移行できていないものも見受けられます。

遅れているもの取組区分

歳出面の取り組み

歳入面の取り組み

　取り組み期間後半に入る平成３１年度（２０１９年度）からは計画期間最終年度を意識した取り組み進捗管理を行っていきます。

総数 先行して実施

0

6

0%

21%

82%

76%

平成29年度
の 実 績 額

合　　計 △17,962 169,600 213,189 125.7%

その他の取り組み 30,507 2,100 △1,020 △48.6%

歳出面の取り組み △90,066 107,400 144,936 134.9%

41,597

平成30年度
（2018年度）区分

歳入面の取り組み 60,100 69,273

目標額 実績額 達成率

115.3%

016

62

その他の取り組み

達 成 率

134.7%

平 成 30 年
度 ま で の
目 標 額
（ 累 積 ）

平 成 30 年
度 ま で の
実 績 額
（ 累 積 ）

13%

10% 81% 10%

0% 88%

6

50.3%

951.2%

100.4%

82,300

109,000

3,100

194,400

110,870

54,870

29,487

195,227

－5－



(H３０年度末現在)

目標値 実績値 （達成率）
合計 65,600 25,811 (39%)

２９年度 8,400 10,682 (127%)
３０年度 13,800 15,129 (110%)
３１年度 14,200 - -
Ｒ２年度 14,600 - -
Ｒ３年度 14,600 - -

Ｎｏ 年度 実施スケジュール

２９年度 実施 実施 計画どおり

３０年度 ↓ ↓ 計画どおり

３１年度 ↓

Ｒ２年度 ↓

Ｒ３年度 ↓

２９年度 検討 検討 計画どおり

３０年度 ↓ ↓ 計画どおり

３１年度 ↓

Ｒ２年度 0

Ｒ３年度 0

２９年度 実施 実施 計画どおり

３０年度 ↓ ↓ 計画どおり

３１年度 ↓

Ｒ２年度 ↓

Ｒ３年度 ↓

２９年度 実施 実施 計画どおり

３０年度 ↓ ↓ 計画どおり

３１年度 ↓

Ｒ２年度 ↓

Ｒ３年度 ↓

２９年度 実施 検討 遅れている

３０年度 ↓ 実施 計画どおり

３１年度 ↓

Ｒ２年度 ↓

Ｒ３年度 ↓

道路課

5
「筑後市市税等収納率向上対策推進本部」の
機能化

　テーマを設定し、本部会議を徴収技術研鑽の場として活用します。徴収職員の能力向上を図り、市税等の歳入確保
につなげます。

税務課

4 使用料等の収納率向上

　保育料、住宅使用料及び道路水面占用料の収納率向上に努めます。【現年度収納率】
　・保育料収納率(H28年度98.6％→Ｒ3年度99.0％）
　・住宅使用料(H28年度98.1％→Ｒ3年度98.5％)
　・道路水面占用料(H28年度99.4％→Ｒ3年度99.4％)

子育て支援課

都市対策課

3
未申告者の削減
市民税（Ｈ28年度131人⇒Ｈ33年度100人）
固定資産税（Ｈ28年度198人⇒Ｒ3年度150人）

　税務署における課税資料の閲覧やデータ受領、実態調査等を通じて課税漏れをなくします。納税者に不公平感や不
信感を抱かせることがないよう、適切な課税客体の捕捉を行います。

税務課

2
現年度収納率の向上
（Ｈ28年度収納率98.8％⇒Ｒ3年度99.0％）

　④「クレジット決済」や「マルチペイメント(※)」による納付手法の検討を行います。
(※)多様な方法で決済ができるスタイルのこと。近年、情報の高度化により、無人化店舗の拡大や、ATMの24時間化、
インターネット決済など、様々な支払い方法が生まれています。これを統合して利用できるのが、マルチペイメントです。

税務課

所管課 実施項目 実施内容 進捗実績

1
現年度収納率の向上
（Ｈ28年度収納率98.8％⇒Ｒ3年度99.0％）

　①コールセンターによる電話や文書による納付勧奨を継続します。
　②夜間電話催告を継続します。
　③平成29年度から実施となる特別徴収一斉指定にあたって、制度の周知・徹底のためマニュアル作成や研修を実施
します。

税務課

取組区分 １．歳入面の取り組み

項目 （１）市税収入等の確保

課題・目標

　市民負担の公平性の観点から、市税等の収納率の向上を図ります。
　また平成28年度より、基準財政収入額の算定に用いる収納率の見直しが行われ、上位3分の1の地方公
共団体が達成している収納率を標準的な収納率として算定し、5年間で段階的に反映するとしています。
（普通交付税＝基準財政需要額－基準財政収入額）
　そのような観点からも収納率向上に向けた取組の強化を図ります。

効果額（千円）
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(H３０年度末現在)

目標値 実績値 （達成率）
合計 14,000 3,129 (22%)

２９年度 0 0 -
３０年度 500 3,129 (626%)
３１年度 2,500 - -
Ｒ２年度 5,000 - -
Ｒ３年度 6,000 - -

Ｎｏ 年度 実施スケジュール

２９年度 検討 - 遅れている
３０年度 実施 検討 遅れている
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓

２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 実施 実施 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 実施
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓

(H３０年度末現在)

目標値 実績値 （達成率）
合計 0 0 -

２９年度 0 0 -
３０年度 0 0 -
３１年度 0 - -
Ｒ２年度 0 - -
Ｒ３年度 0 - -

Ｎｏ 年度 実施スケジュール

２９年度 実施 実施 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 実施 ↓ 遅れている
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓

２９年度 実施 実施 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓

備　考
　生産性向上特別措置法に基づく中小企業の設備投資の支援措置について基本計画を策定し、中小企業の設備投資に対して支援を行った。
　恋ぼたる物産館において、ＪＡから農産物を買い取り、地産地消を進めることや、特産物のブランド化を強化するため全国発送を行うことを検討した。

3 創業支援による創業・新事業創出
　商工会議所が実施する創業塾の支援や、市内金融機関と連携し創業補助金などの経済的支援策によって、市内で
創業しやすい環境を整えます。

商工観光課

2 競争力強化への支援
　中小企業が取り組む新規事業・商品開発の展開、販路拡大や設備投資を支援します。
　また、地産地消の取組を進めるとともに、生産から加工、販売までを手掛ける６次産業化を支援し、農商工連携によ
るブランド化・高付加価値化を推進します。

商工観光課
農政課

所管課 実施項目 実施内容 進捗実績

1 企業誘致について
　筑後市への進出を希望する企業のニーズ調査を行い、費用対効果等の検証結果をふまえて今後の企業誘致の方向
性を検討します。

商工観光課

項目 （３）地域経済の活性化・雇用創出等による税源の維持・拡大

課題・目標

　企業誘致及び農業、地場産業への競争力強化のための支援を通して、地域経済の活性化や雇用創出等
による安定した税源の維持・拡大につなげていきます。

効果額（千円）

取組区分 １．歳入面の取り組み

3
遊休土地（普通財産）の処分
不用公共用地の処分促進

　市が所有する遊休土地等に関しては、積極的に売却処分等による収入確保、維持管理経費の削減に努めます。
　また、事業で発生した不要道路、水路敷地の処分促進を行います。事業の際に、払い下げを希望された場合の登記
手続きを市が行うことで処分を円滑にし、将来の維持管理費用の軽減を図ります。

契約管財課
各担当部署

備　考
　既に実施している「ちっごマラソン」や「ちっごまつり」などについてネーミングライツを適用することの是非について検討を行った。しかし、イベントは既に企業からの協賛金支出があり、新たに別の企業との
ネーミングライツ契約（スポンサー契約）を行うのは難しい状況であるとの結果となった。今後は施設に対するネーミングライツ適用について検討を行っていく。

2 基金運用による歳入の確保
　基金一括運用の検討と債券運用拡大の検討を行います。

出納室

所管課 実施項目 実施内容 進捗実績

1 ネーミングライツの活用
　市所有施設や市主催イベントの命名権（ちっご祭りを始め、市イベント等に企業等の名称を冠することで、協賛金拡大
につなげる）の検討を行い、市負担軽減に努めます。

財政課
各担当部署

項目 （２）自主財源の確保・拡大

課題・目標

　自主財源の確保を図るため、市所有の施設や市主催のイベントの命名権（ネーミングライツ契約）の導
入、有料広告掲載事業の拡充等を検討します。
　また、新しい資金調達の手法を調査研究し、新たな税外収入の可能性を探ります。

効果額（千円）

取組区分 １．歳入面の取り組み
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(H３０年度末現在)

目標値 実績値 （達成率）
合計 279,000 80,347 (29%)

２９年度 13,800 30,915 (224%)
３０年度 43,800 49,432 (113%)
３１年度 73,800 - -
Ｒ２年度 73,800 - -
Ｒ３年度 73,800 - -

Ｎｏ 年度 実施スケジュール

２９年度 実施 実施 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 実施 ↓ 遅れている
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓

(H３０年度末現在)

目標値 実績値 （達成率）
合計 0 0 -

２９年度 0 0 -
３０年度 0 0 -
３１年度 0 - -
Ｒ２年度 0 - -
Ｒ３年度 0 - -

Ｎｏ 年度 実施スケジュール

２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 ↓ 検討 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 実施
Ｒ３年度 ↓

所管課 実施項目 実施内容 進捗実績

1
地方創生応援税制の活用（企業版ふるさと納
税）

　企業版ふるさと納税による事業メニューの検討、及び参加企業獲得に努めます。
企画調整課

項目 （５）地方創生応援税制の活用（企業版ふるさと納税）

課題・目標

　地方創生の取組をさらに加速させていくためには、民間資金も活用して「元気な筑後市創造戦略」に基づ
く事業を積極的に実施していく必要があります。
　そのためにも地方創生応援税制の活用を検討し財源の確保に努めます。

効果額（千円）

備　考
　大刀洗町のクラウドファンディングについて視察を行った。重要文化財の維持補修費をクラウドファンディングで募っている。一時的には寄附があったものの、全ての経費を賄えるものとはならず、また、継
続的な寄附にもつながっていない状況がある。
　寄付受付サイト上で募集を行う環境はあるため、新規事業に対する事業寄附適用については引き続き検討していく。

取組区分 １．歳入面の取り組み

2 個別事業へのふるさと応援寄附募集

　個別事業に対する寄附金をメニューに加えるほか、クラウドファンディング(※)などの新たな手法や事例などの情報収
集を行い、実施検討を行います。
　(※)資金を必要とするプロジェクト等がインターネットを介して不特定多数の人々から比較的少額な資金を幅広く調達
する手段。

財政課

所管課 実施項目 実施内容 進捗実績

1 筑後市ふるさと応援寄附金の推進

　寄附受付及びＰＲ媒体の拡大に努めるとともに、寄附支払手続きの簡素化を進めます。
　先進的な他市町村のふるさと納税状況を調査し、ＰＲ手法や返礼品の調達等の研究を行います。
　返礼品の確保に努めるとともに、品数拡大に取り組みます。
　※寄附金目標額2億円（Ｒ３年度）

財政課

項目 （４）ふるさと筑後市応援寄附金（ふるさと納税）の推進

課題・目標

　ふるさと筑後市応援寄附金により税外収入の拡大を図ります。また、ふるさと応援寄附制度を活かして、
地元産品等のＰＲや販路及び消費拡大に努めます。

効果額（千円）

取組区分 １．歳入面の取り組み
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(H３０年度末現在)

目標値 実績値 （達成率）
合計 33,000 1,583 (5%)

２９年度 0 0 -
３０年度 2,000 1,583 (79%)
３１年度 7,600 - -
Ｒ２年度 11,700 - -
Ｒ３年度 11,700 - -

Ｎｏ 年度 実施スケジュール

２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 一部実施 一部実施 計画どおり
３１年度 実施
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 実施
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 実施
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓

(H３０年度末現在)

目標値 実績値 （達成率）
合計 8,900 4,548 (51%)

２９年度 0 2,112 -
３０年度 500 2,436 (487%)
３１年度 2,800 - -
Ｒ２年度 2,800 - -
Ｒ３年度 2,800 - -

Ｎｏ 年度 実施スケジュール

２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 実施 ↓ 遅れている
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓

２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 一部実施
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 実施
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 実施 実施 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓

4 限りある資源を大切にする運動（経費節減）
　会議資料等の紙使用の抑制（庁内文書の電子化等、両面印刷）、カラープリンター・コピーの使用抑制、消灯の徹底、
冷暖房の節約、第２種広告郵便物の活用、公用自転車の活用など、日常的な節約意識を高めることによる経費節減に
努めます。

契約管財課
企画調整課

3 非常勤職員等制度の更なる活用
　複雑化・高度化する行政需要に対応するため、常勤職員が政策分野に注力できる環境を整える必要があります。
　そのため、非常勤職員等が担う業務・職責の明確化を図ると共に、地方自治法等改正に即し、新たな非常勤職員等
制度の活用を進めます。

市長公室
企画調整課

備　考 　30年度中の計画策定には至らなかった。令和2年度に制度化する会計年度任用職員と正規職員との業務領域の整理等を進めながら、平成31年度中には計画を策定することで進めていく。

2 民間委託化の推進
　公的関与の必要性に関する基本的考え方に基づき、民間に任せた方が効率的と考えられる業務については、引き続
き民間委託の可能性を追求します。
　特に労務職場については、先行して委託化を進めます。

企画調整課
各担当部署

所管課 実施項目 実施内容 進捗実績

1 定員管理計画の策定

　定数抑制を視野に定員管理計画を策定し、計画的に職員採用を行いながら組織力強化につながるような職員数管
理に努めます。
　一方で、効率化された組織で効果的な市民サービスを維持し続けるために、職員の健康維持・能力と意欲の向上、
年齢構成の平準化等にも配慮した人事施策に努めます。

市長公室

項目 （１）業務の執行体制の最適化と業務の効率化

課題・目標

　平成8年度382人だった職員配置数（普通会計）は、第4次行政改革等によって平成21年度には292人（-90
人）となりました。しかし、その後の増大し多様化する行政ニーズへの対応等により平成27年度には305人
（+13人）となっています。
　今後、人口減少が避けられない見通しの中、年齢構成の平準化にも留意しつつ職員数の削減を図る必要
があります。一方で、地方創生をはじめ行政需要の複雑化・高度化に対応する必要もあるため、引き続き職
員の政策立案能力等の向上を図りつつ、職員が直接関与すべき業務範囲等についての検討を進めます。
併せて、更なるＩＣＴ※の活用を図り業務の標準化・効率化に努めます。

効果額（千円）

取組区分 ２．歳出面の取り組み

3
ごみ袋料金（一般廃棄物処理手数料）の見直
しについて

　平成26年度消費税改定時（5％⇒8％）に見直しを行っていない燃やすごみ袋などについて、次回の消費税改定時に
向けて見直し検討を行います。

かんきょう課

2 家庭系不燃ごみ手数料の減免見直しについて
　家庭からの不燃ごみをクリーンセンターへ自己搬入する場合において、かんきょう課職員が現認したものについて
は、搬入証明書を発行し、その手数料を減免しています。燃やすごみ処理手数料との均衡を図るため、廃止の検討を
行います。(地域で回収された不燃ごみ及び罹災ごみは除く。)

かんきょう課

所管課 実施項目 実施内容 進捗実績

1
受益者負担の適正化基準の策定（公共施設等
管理運営）

　筑後市北部交流センター拠点施設の開設にあたり、市の施設全体での使用料徴収の基準を定め、適正化を図りま
す。
　また、各種手数料についても、現状に見合った金額設定であるか検証・適正化を行います。

財政課
各担当部署

項目 （６）受益者負担の適正化

課題・目標

　行政サービスを提供するにあたっては、その運営・維持管理経費といったコストが必要であり、主に市民
の方々が納める税金で賄っています。
　受益と負担の公平性の観点から、行政が負担すべき範囲と受益者負担金のあり方について、他の地方
公共団体や民間の類似サービスを参考にしながら適正化を図ります。

効果額（千円）

取組区分 １．歳入面の取り組み
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(H３０年度末現在)

目標値 実績値 （達成率）
合計 39,500 42,673 (108%)

２９年度 1,600 16,988 (1062%)
３０年度 4,200 25,685 (612%)
３１年度 7,300 - -
Ｒ２年度 11,200 - -
Ｒ３年度 15,200 - -

Ｎｏ 年度 実施スケジュール

２９年度 検討 一部実施 先行して実施

３０年度 実施 実施 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 実施
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 実施
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 実施 実施 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 検討 一部実施 先行して実施

３０年度 ↓ ↓ 先行して実施

３１年度 実施
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓

5 三役の給料等水準見直しについて 　三役の給料・退職手当については、特別職報酬等審議会で水準見直しの検討を行います。

市長公室

4 技能労務職給与の見直しについて 　技能労務職給与については、行政職Ⅱ給料表を導入し、人件費の抑制に努めます。

市長公室

3 給与水準の見直しについて
　国・県・他市等の給与水準や制度面について広く調査をした上で、当市の正規職員の給与水準等について再度精査
を行い、必要な改正・適正化を図ることにより、総人件費の増加を抑制します。

市長公室

2 福利厚生の見直しについて
　職員の勤務意欲にも配慮しつつ、福利厚生事業の更なる見直しを進めます。
　具体的には、職員互助会への職員一人当たりの公費支出額を△20％を目標に削減します。

市長公室

所管課 実施項目 実施内容 進捗実績

1 時間外勤務手当の総額減額について
　事務事業の見直し・業務の進め方の効率化等に加え、職員のワークライフバランス確立の視点から時間外勤務の縮
減を進めます。
　また、時間外勤務手当について、時間外勤務手当をH28年度実績比△10％を目標に縮減します。

市長公室

項目 （２）給与・報酬の適正化

課題・目標

　職員の処遇・育成については、引き続き人事評価制度を中核とした運用を進めます。また、一般職非常勤
職員に給料・手当を支給すること等を柱とした地方自治法等の改正内容を注視しつつ、総人件費の増加を
抑制することを目標に適正な給与制度の運用・改善に努めます。一方で、職員のワークライフバランス確立
にも努め、職員の意欲向上を図ります。
　特別職等報酬等についても、職員の給与水準等を考慮して適正化に努めます。

効果額（千円）

取組区分 ２．歳出面の取り組み
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(H３０年度末現在)

目標値 実績値 （達成率）
合計 853,200 5,854 (1%)

２９年度 0 △109,166 -
３０年度 102,700 115,020 (112%)
３１年度 190,900 - -
Ｒ２年度 250,100 - -
Ｒ３年度 309,500 - -

Ｎｏ 年度 実施スケジュール

２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 実施 実施 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 ↓ 一部実施 先行して実施

３１年度 実施
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 ↓ 一部実施 先行して実施

３１年度 実施
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 実施 実施 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 検討 - 遅れている
３０年度 ↓ 検討 計画どおり
３１年度 実施
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 　
Ｒ３年度 　
２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 実施
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓

7 外部の専門家による事務事業の整理・合理化
　外部評価委員会を民間コンサル等、経営のプロを構成員に加えたものに再編し、再編した外部評価委員会に個別事
務事業における費用対効果の検証等を委ね、その検証結果に基づき事務事業のスクラップを検討・実施します。

企画調整課

6 プールの外部施設利活用の推進について
　県営プールなどの外部施設の利活用を積極的に進めることで、学校のプール設備の新設や大規模改修を抑制する
よう検討します。

学校教育課

5
市が事務局を担っている団体のあり方の見直
し

　行政を補完している団体について、市が事務局を担っている組織の在り方については、目的や運営実態等も勘案し
ながら、自主・自律的運営を目指した体制の構築を行います。事務局経費で市が負担している経費を点検し、団体が
負担すべき経費については、応分の負担を求めていきます。

財政課
各担当部署

4 公共施設等の電力供給契約見直し
　九州電力㈱と電気供給契約を締結している庁舎、衛生センター等施設の電気料金の削減に向けて、市全体分で特定
規模電気事業者と一括契約を検討します。

契約管財課

3 発刊物の見直し 　広報誌をはじめ、市が発行している発刊物の調査を行い、廃止、発行回数見直し、代替・統合等の検討を行います。

企画調整課
各担当部署

2 行事・イベント等の見直し
　イベント等見直しの庁内委員会を設置し、実施期間の長いもの、必要性、成果の推移、類似性、費用（人件費含む）
等を確認し、事業の状況報告や今後の改善策等を踏まえて、統合・縮小・隔年開催・廃止等を判断します。
　※10件程度を目標にイベントを見直します。

企画調整課
各担当部署

所管課 実施項目 実施内容 進捗実績

1 自律的な事務事業の整理・合理化

　行政資源の選択と集中を行い、効率的、効果的な行政運営に努めます。そのため、第五次総合計画の中からこれま
で方針化してきた重点基本事業に加え縮小基本事業を方針化し、その方針に基づき行政評価を活用して必要性や有
効性を検証し、事務事業の整理合理化を図ります。
　◎予算編成方法の改革の目標額及び効果額については、重複を避けるため、この項目に一括して計上することとし
ました。

企画調整課

項目 （３）事務事業の整理合理化

課題・目標

　事務事業の全般について、不断に徹底した見直しを行う必要があります。
　事業の必要性や実施手法、その効果を検証し、特に法令等の制限を受けることなく市に裁量がある事業
で、投資に対して意図した目的への効果が高い施策を重点化する一方で、効果が乏しい事業は徹底的に
見直し縮小・廃止を検討します。
　市に裁量のある事業の新規・拡大の財源については、事業の見直しで生み出された財源を基本としま
す。

効果額（千円）

取組区分 ２．歳出面の取り組み
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(H３０年度末現在)

目標値 実績値 （達成率）
合計 59,600 100 (0%)

２９年度 0 0 -
３０年度 0 100 -
３１年度 2,400 - -
Ｒ２年度 28,600 - -
Ｒ３年度 28,600 - -

Ｎｏ 年度 実施スケジュール

２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 ↓ 一部実施 先行して実施

３１年度 ↓
Ｒ２年度 実施
Ｒ３年度 ↓
２９年度 検討 　 遅れている
３０年度 ↓ 検討 計画どおり
３１年度 実施
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓

(H３０年度末現在)

目標値 実績値 （達成率）
合計 0 0 -

２９年度 0 0 -
３０年度 0 0 -
３１年度 0 - -
Ｒ２年度 0 - -
Ｒ３年度 0 - -

Ｎｏ 年度 実施スケジュール

２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 実施
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 実施
Ｒ３年度 ↓
２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 実施
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓

健康づくり課

3
指定管理者制度総括による、より良い管理運
営の在り方検討

　これまでの指定管理者制度による管理運営状況を総括した上で、その施設に最も適した管理運営方法を検討しま
す。（指定管理者制度による施設の拡大、複数施設の同一指定管理者化、公共施設等運営権制度の導入など）

企画調整課
各担当部署

2 市立病院の経営形態見直しの検証
　検討機関を設置し、独法化の検証を行います。
　その際には、「市民にとってより良い市立病院とは」の視点で検討します。

財政課
企画調整課

所管課 実施項目 実施内容 進捗実績

1 上水道事業等の包括民間委託化
　先行他市の調査・研究を行い、包括的委託化による導入効果の検討を行います。導入効果が十分見込める場合に
は、委託化を実施します。

上下水道課
企画調整課

項目 （５）民間活力の導入、公民連携の促進

課題・目標

　官民の役割分担を的確に見極め、民間譲渡、民間委託、指定管理者制度、ＰＦＩ※など最適な手法による
民間活力の導入を目指します。
　民間活力を活かした行政運営にあたっては、行政コストの削減とともに、民間の事業機会の拡大、地域産
業の活性化、質の高い公共サービスの提供、民間のノウハウが十分に発揮できるような方式を検討しま
す。
　また、専門性が高くても定型的な業務については、適正な外部委託の拡大を目指します。

効果額（千円）

取組区分 ２．歳出面の取り組み

2 負担金の見直しについて 　市の裁量で支出している負担金等を対象に、費用対効果を見極めながら10％削減を目標とします。

財政課

所管課 実施項目 実施内容 進捗実績

1 補助金の見直しについて
　5年間ですべての補助金を検証し、補助金総額を抑制します。　補助金見直しにあたっては庁内委員会を設置し、「見
直し基準」を策定します。また、外部評価委員会（第三者の意見聴取の場）の設置を検討します。削減効果額は、削減
対象補助金総額の10％を目標とします。

財政課

項目 （４）個人給付や補助金等の見直し

課題・目標

　様々な団体や個人に対する補助金等については、行政として対応すべき必要性、目的との整合性や費用
対効果、経費負担のあり方等について検証し、見直しを行います。　特に法令等の制限を受けることなく市
に裁量がある個人給付や補助金制度の継続については、終期を設定し定期的に見直しを図ります。

効果額（千円）

取組区分 ２．歳出面の取り組み
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(H３０年度末現在)

目標値 実績値 （達成率）
合計 0 1,695 -

２９年度 0 0 -
３０年度 0 1,695 -
３１年度 0 - -
Ｒ２年度 0 - -
Ｒ３年度 0 - -

Ｎｏ 年度 実施スケジュール

２９年度 　 - 計画どおり
３０年度 　 　 計画どおり
３１年度 検討
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 ↓ 一部実施 先行して実施
３１年度 　
Ｒ２年度 　
Ｒ３年度 　
２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 実施
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 　
Ｒ２年度 　
Ｒ３年度 　
２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 ↓ 一部実施 先行して実施
３１年度 実施
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓

(H３０年度末現在)

目標値 実績値 （達成率）
合計 0 0 -

２９年度 0 0 -
３０年度 0 0 -
３１年度 0 - -
Ｒ２年度 0 - -
Ｒ３年度 0 - -

Ｎｏ 年度 実施スケジュール

２９年度 実施 実施 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 実施 実施 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 実施 実施 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓

3 健康づくりの推進について
　教室実施や広報などを通じて健康づくりに関する情報提供を行うとともに、健診と保健指導により生活習慣病の発症
予防に対する支援を行います。また健康づくりに取組む動機づけとなるようインセンティブを与える事業を行います。

健康づくり課

2 健診受診率の向上について
　機会あるごとに健診の必要性を伝えるとともに、電話や訪問、通知などを通じて個別に受診勧奨を行います。また、
校区コミュニティ協議会と連携をとるなど、効果的な方法により受診勧奨を行います。

健康づくり課

所管課 実施項目 実施内容 進捗実績

1 介護予防の取組について

　新しい総合事業への移行（Ｈ29年度）に合わせて、医療や介護の要らない身体づくりを目標に、若い時期からの自ら
の健康づくり、介護予防の必要性への意識高揚に向けて周知啓発を行います。総合事業の中で、多様な主体による
サービスを検討するほか、身近な場所で地域住民と共に実施する居場所づくりなどの地域介護予防事業を推進しま
す。

高齢者支援課

項目 （７）社会保障給付の増加の抑制

課題・目標

　医療・介護等の社会保障費は、歳出改革の重点分野とされています。高齢社会の進展により、今後さらに
社会保障費の増加が見込まれる中で、投資的経費などの削減による対応も極めて困難な状況になると思
われます。
　健康づくりや健診受診率の向上、介護予防等の取組により医療費や介護費用の増加を抑制する取組み
を強化します。

効果額（千円）

取組区分 ２．歳出面の取り組み

5 情報基盤の整備
　情報システムの共同利用や各部署に分散するシステムの統合・集約化を検討し、さらに効率的・効果的な情報基盤
の整備を目指します。

総務広報課

4 給与支給事務の効率化 　定型的な給与支給事務について、民間事業所への委託等を検討し、業務効率化に努めます。
市長公室

3 マイナンバーカードの活用について 　行政サービスの効率化や市民の利便性向上のため、マイナンバーカードの活用の方策について検討します。
市民課

総務広報課

市民課

2 窓口業務の委託検討
　窓口業務の委託化検討にあたり、先進自治体調査を行うとともに、コスト削減や各業務における住民サービスに繋が
る方策を検討します。

企画調整課
各担当部署

所管課 実施項目 実施内容 進捗実績

1 総合窓口について 　新庁舎建設に向け、総合窓口設置を検討します。そのことで、市民の利便性や満足度の向上を目指します。
契約管財課
企画調整課

項目 （６）内部管理業務の効率化

課題・目標

　職員が自ら対応すべき業務や政策立案等に注力できるよう、内部管理業務についてはできる限り標準化
や集約化、委託化により効率化するとともに、ＩＣＴの活用等により効率化を図ります。

効果額（千円）

取組区分 ２．歳出面の取り組み
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(H３０年度末現在)

目標値 実績値 （達成率）
合計 0 0 -

２９年度 0 0 -
３０年度 0 0 -
３１年度 0 - -
Ｒ２年度 0 - -
Ｒ３年度 0 - -

Ｎｏ 年度 実施スケジュール

２９年度 実施 実施 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓

(H３０年度末現在)

目標値 実績値 （達成率）
合計 0 0 -

２９年度 0 0 -
３０年度 0 0 -
３１年度 0 - -
Ｒ２年度 0 - -
Ｒ３年度 0 - -

Ｎｏ 年度 実施スケジュール

２９年度 検討 - 遅れている
３０年度 実施 検討 遅れている
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓

備　考
　福岡県が主催する「地方公会計の今後の活用に関する説明会」など、財務書類の具体的な活用方法に係る情報収集を実施した。また、財務書類作成過程の情報のうち、活用が可能なものとして、固定資
産台帳情報があり、他項目の公共施設等の適正配置、計画的管理に活用が可能かどうかなど、財務書類作成業務受託事業者との協議も実施した。

所管課 実施項目 実施内容 進捗実績

1 地方公会計制度の活用
　地方公会計の導入を進め、行政コスト情報などを市民自ら容易に比較できるように整備を進めます。
　事業別・施設別の行政コスト計算書など、公会計に基づく財政分析の予算編成への活用を図っていきます。

財政課

項目 （２）地方公会計制度の活用

課題・目標

　地方公会計制度とは、「現金主義・単式簿記」による市の予算・決算制度を補完するものとして、「発生主
義・複式簿記」といった企業会計的要素を取り込むことにより、現金主義の会計では見えにくい資産・負債な
どのストック情報やコストを把握することで中長期的な財政運営への活用の充実が期待できるものです。
　総務省は地方公共団体に、原則として平成29年度までに統一的な基準による地方公会計の整備を行うよ
う要請しているため、平成30年度からは団体間比較等の地方公会計の活用促進も図られると思われます。
　本市では、既に固定資産台帳の作成とともに統一的な基準による公会計を整備し公開しています。今後
は総務省からの情報提供も参考にして、固定資産台帳や財務書類を活用した財政分析の充実や予算編成
への積極的活用を図っていきます。

効果額（千円）

取組区分 ３．その他の取り組み

所管課 実施項目 実施内容 進捗実績

1 予算編成方法の改革

　現在の財政状況を全職員が認識し、財源の確保と歳出抑制に取り組むため、将来的な見通しを含めた財政状況につ
いて情報の共有化を図ります。
　事業の優先度に応じた枠配分の見直しなどにより収支均衡のとれた予算編成を行います。
　◎この項目の目標額及び効果額については、重複を避けるため、自立的な事務事業の整理・合理化の項目に一括し
て計上することとしました。

財政課

項目 （１）予算編成方法の改革

課題・目標

　歳入が右肩上がりで増加する時代の予算編成は、新規・拡大事業への効果的財源配分を中心とした集
中査定方式（11月～2月）での対応が可能でしたが、歳入増加が見込めない今日の予算編成は、どのよう
に事業の見直しを図るかが重要な課題となります。
　限られた財源の中で、効果的な施策の推進を図るためには、メリハリのある行財政運営が重要であると
考え、施策の優先順位に基づく財源配分の見直しを行います。

効果額（千円）

取組区分 ３．その他の取り組み

－ 14 －



(H３０年度末現在)

目標値 実績値 （達成率）
合計 0 0 -

２９年度 0 0 -
３０年度 0 0 -
３１年度 0 - -
Ｒ２年度 0 - -
Ｒ３年度 0 - -

Ｎｏ 年度 実施スケジュール

２９年度 一部実施 実施 先行して実施

３０年度 実施 ↓ 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 検討 一部実施 先行して実施

３０年度 実施 実施 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 実施 実施 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 実施 実施 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓

(H３０年度末現在)

目標値 実績値 （達成率）
合計 15,300 △532 -(3%)

２９年度 1,000 488 (49%)
３０年度 2,100 △1,020 -(49%)
３１年度 3,050 - -
Ｒ２年度 4,000 - -
Ｒ３年度 5,150 - -

Ｎｏ 年度 実施スケジュール

２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 実施
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 実施 実施 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓

2 上水道事業の経営効率化

　地方公営企業として上水道事業の経営効率化を図ります。
　・未収金対策の推進を行い、現年度収納率を向上します。
　　(H28年度98.1％⇒H33年度98.6％）
　・有収率向上の推進
　・施設の適切な維持管理・更新

上下水道課

所管課 実施項目 実施内容 進捗実績

1 下水道事業の経営効率化

　地方公営企業法を平成31年度から一部適用し、経営の透明化・効率化を図ります。
　・接続率向上の推進(H28年度67.7％⇒H33年度72.5％）
　・効率的な事業計画
　・未収金対策の推進を行い、現年度収納率を向上します。
　　(H28年度98.3％⇒H33年度98.8％）

上下水道課

項目 （４）公営企業会計の健全化

課題・目標

　公営企業は、独立採算性の原則に基づき企業の経済性を発揮するとともに、公共の福祉を増進するよう
に運営されなければなりません。しかし、人口減少やインフラ老朽化が大きな課題となり、施設・設備の更
新投資の増大や、人口減少等に伴う料金収入の減少が見込まれるなど、経営環境は厳しさを増すものと思
われます。
　よって、公営企業会計を適用し、貸借対照表や損益計算書等の財務諸表の作成を通じて、自らの経営・
資産等を正確に把握し、中期的な視点に立った計画的な経営基盤の強化と財政マネジメント向上等に取り
組みます。

効果額（千円）

取組区分 ３．その他の取り組み

4
住宅新築資金等貸付特別会計財政健全化対
策

　住宅新築資金等の回収については、貸付が平成4年度で終了しているため、償還期間は平成29年度で終了します。
過年度滞納額については引き続き細やかな督促を行い、回収強化に努めていきます。

人権同和対策室

3 介護保険特別会計財政健全化対策

　介護保険サービスの利用者は増加し続けており、団塊の世代が75歳超となる2025年（平成37年）頃から更に利用者
が急増していくことが見込まれます。市は、介護予防の取組を強化すると共に、サービス提供事業者による不適正な事
業運営を防止するため、継続して適切かつ厳正な指導を行い、給付費の抑制を図ります。また、保険料の適正な納付
促進の取組を進めます。

高齢者支援課

2 後期高齢者医療特別会計財政健全化対策
　後期高齢者医療費は対象者の増加もあり、年々増加傾向にあります。そのため広域連合に支払う後期高齢者医療
療養給付費負担金（一般会計）も増加傾向となっています。今後は、後期高齢者に対する健診の勧奨や保健指導によ
る生活習慣病等の改善、重症化の予防等を県の広域連合と連携し積極的に取り組みます。

市民課

所管課 実施項目 実施内容 進捗実績

1 国民健康保険特別会計財政健全化対策
　平成30年度から新国保制度として、財政運営の責任主体が県になります。引き続き、国保税収納率の向上や医療費
適正化に努め、現国保会計の累積赤字については計画的に解消するよう取組を進めます。

市民課

項目 （３）特別会計の健全化

課題・目標

　国民健康保険事業や介護保険事業等の特別会計等について、業務の効率化や経費の節減、受益者負
担の適正化等、事業の採算性を高める取組みを実施し、一般会計からの繰出金等の抑制を図ります。

効果額（千円）

取組区分 ３．その他の取り組み

－ 15 －



(H３０年度末現在)

目標値 実績値 （達成率）
合計 0 0 -

２９年度 0 0 -
３０年度 0 0 -
３１年度 0 - -
Ｒ２年度 0 - -
Ｒ３年度 0 - -

Ｎｏ 年度 実施スケジュール

２９年度 実施 一部実施 遅れている
３０年度 ↓ 実施 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓

(H３０年度末現在)

目標値 実績値 （達成率）
合計 0 0 -

２９年度 0 0 -
３０年度 0 0 -
３１年度 0 - -
Ｒ２年度 0 - -
Ｒ３年度 0 - -

Ｎｏ 年度 実施スケジュール

２９年度 検討 　 遅れている
３０年度 実施 検討 遅れている
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓

２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 実施
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓

(H３０年度末現在)

目標値 実績値 （達成率）
合計 0 30,019 -

２９年度 0 30,019 -
３０年度 0 0 -
３１年度 0 - -
Ｒ２年度 0 - -
Ｒ３年度 0 - -

Ｎｏ 年度 実施スケジュール

２９年度 検討 実施 先行して実施
３０年度 実施 ↓ 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓
２９年度 実施 実施 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓

2 空き家・空き店舗利活用の促進
　近年顕著である空き家・空き店舗の増加は、周辺の生活環境面や住宅市場経済、税収面などへの悪影響が懸念さ
れます。そのため、空き家バンク事業等を活用し、空き家の流通促進、空き店舗の活用促進を図り、その増加抑制に努
めます。

防災安全課
各担当部署

所管課 実施項目 実施内容 進捗実績

1 地方創生交付金の活用
　「元気な筑後市創造戦略」によって、地方創生に向けての取組を始めましたが、今日の厳しい財政状況下においては
費用対効果を見極め、厳選された事業立案が必須です。
　その上で、立案された事業に関しては、補助率等が有利な地方創生交付金の活用を積極的に図ります。

企画調整課
各担当部署

項目 （７）人口減少対策及び地域の元気創造事業の推進

課題・目標

　急速に進む人口減少に的確に対応し、地域経済の活性化と元気で豊かな地方の創生を実現することが
重要です。限られた財源を活かし、行政のみならず、市民、地域、産業界、教育機関、金融機関、労働団体
等と連携した取組みを進めます。

効果額（千円）

取組区分 ３．その他の取り組み

備　考 　H30年度に公用車の更新基準について検討し、H31年度には、今後の更新基準として確定させる予定である。

2 高額備品等の計画的管理 　消防車両の内はしご車については、広域での利活用を含めた検討を行っていきます。
消防本部

所管課 実施項目 実施内容 進捗実績

1 高額備品等の計画的管理
　公用車の更新基準を作成し、計画的な更新に努めます。
　そのことで不要な修繕費用の発生抑制につなげます。

財政課
各担当部署

項目 （６）その他高額備品等の計画的管理について

課題・目標

　公用車やその他高額な備品の購入についても、費用の軽減と平準化を図るために計画的な更新を基本
に予算枠の確保を検討します。
　平成29年度　固定資産台帳等から更新期の整理を行い、費用の平準化を考慮したうえで、各種高額備品
等の更新年数基準を定め、計画的に更新を行います。

効果額（千円）

取組区分 ３．その他の取り組み

所管課 実施項目 実施内容 進捗実績

1 公共施設等の適正配置と計画的管理
　平成29年度より、公共施設等総合管理計画に基づく、各施設の個別管理計画策定に着手します。
　各個別計画策定により将来の管理更新コストを明らかにし、財政負担の軽減と平準化を前提に、優先度に応じた財
源確保に努めます。

財政課

項目 （５）公共施設等の適正配置と計画的管理

課題・目標

　「筑後市公共施設等総合管理計画（平成29年度～平成38年度）」に則り、施設等の統廃合、長寿命化等の適正
化手法やスケジュールを示した個別施設計画の作成を推進します。
　予算編成においては、計画に基づいた改修、更新を優先し、余分な修繕費を抑え、安全性を確保するとともに
建物の長寿命化を進め、財源の軽減と平準化を図ります。また、インフラ資産についても改修、更新費用の軽減
と平準化を基本に、計画的な予算枠の確保を検討します。
　平成29年度　施設の機能的評価　⇒　個別施設の方針決定　　　平成30年度　個別計画策定作業
　上記個別計画を基に財源の効率化と平準化を目標にした財政計画を作成し、その財源枠の確保に努めます。

効果額（千円）

取組区分 ３．その他の取り組み

－ 16 －



(H３０年度末現在)

目標値 実績値 （達成率）
合計 0 0 -

２９年度 0 0 -
３０年度 0 0 -
３１年度 0 - -
Ｒ２年度 0 - -
Ｒ３年度 0 - -

Ｎｏ 年度 実施スケジュール

２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 0
Ｒ３年度 0

(H３０年度末現在)

目標値 実績値 （達成率）
合計 0 0 -

２９年度 0 0 -
３０年度 0 0 -
３１年度 0 - -
Ｒ２年度 0 - -
Ｒ３年度 0 - -

Ｎｏ 年度 実施スケジュール

２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 ↓ ↓ 計画どおり
３１年度 実施
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓

(H３０年度末現在)

目標値 実績値 （達成率）
合計 0 0 -

２９年度 0 0 -
３０年度 0 0 -
３１年度 0 - -
Ｒ２年度 0 - -
Ｒ３年度 0 - -

Ｎｏ 年度 実施スケジュール

２９年度 検討 検討 計画どおり
３０年度 実施 実施 計画どおり
３１年度 ↓
Ｒ２年度 ↓
Ｒ３年度 ↓

所管課 実施項目 実施内容 進捗実績

1 会議運営の改善について
　会議にかける時間の短縮を目指し、会議運営の効率化や庁内会議の整理を行います。効率的で効果的な会議運営
を行うためには、会議参加者のファシリテーション能力やコミュニケーション能力向上が必要であり、引き続き職員研修
を進め能力向上を図ります。

市長公室
企画調整課

項目 （１０）会議運営の改善

課題・目標

　適切で有効な会議は、組織力の向上につながるとともに大きな成果を生み出す重要なものであります。
　会議運営の改善は、会議の回数減や時間短縮による効率性を追求するとともに、組織目標の明確化や
人材育成、成果向上につながります。
　有意義な会議とするためのルールの設定や会議の回数を減らすための方策についてマニュアルを作成
するとともに、ファシリテーション能力やコミュニケーション能力等の研修参加を推進します。

効果額（千円）

取組区分 ３．その他の取り組み

所管課 実施項目 実施内容 進捗実績

1 「見える化」の徹底・拡大
　他自治体の情報開示状況を調査し、市民にわかりやすい開示方法を検討します。公共施設等に関するさまざまな情
報を開示し、住民一人当たりコストを多角的に分析し、「見える化」を図ります。

財政課

項目 （９）「見える化」の徹底・拡大

課題・目標

　「経済・財政再生計画」に基づき、国の取組と基調を合わせ「見える化」の徹底・拡大に取り組みます。財
政健全化の方針及び取組状況の見える化及び比較可能な形での公表に取り組みます。

効果額（千円）

取組区分 ３．その他の取り組み

所管課 実施項目 実施内容 進捗実績

1 広域行政の推進

　現在、ごみ処理や高齢者医療等において広域的な事務処理を実施していますが、人口問題や経済産業面など考慮
した場合、広域連携は益々重要性が高まるものと思われます。
　したがって、筑後七国連携協議会などを通じて、ホークス関連や商工観光関連以外にも、行政事務の広域共同化を
推進します。（消防、地方創生等）

企画調整課
各担当部署

項目 （８）広域連携の推進

課題・目標

　人口減少・少子高齢化の下、行財政の効率化と基盤の強化を図るため、近隣自治体等との連携・共同処
理を検討します。

効果額（千円）

取組区分 ３．その他の取り組み

－ 17 －



資料１
扶助費充当一般財源の推移
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563 
606 

606 

651 
663 

656 

819 

833 897 913 

57 
54 

87 

118 92 

88 
95 

122 

102 

107 93 
99 

33 
36 

39 

40 41 

40 

39 

39 

43 

46 
81 

81 

817  
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966  
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（単位/百万円） 
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